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じん肺症をなくしましょう！ 



平成１５年１０月１６日更新 

第６次粉じん障害防止総合対策推進計画 
　じん肺とは、小さな土ぼこりや金属の粒などの無機物または鉱物性の粉じんの発生する作業環境で仕事をしている方が、その粉じんを長い年月にわたって多量に肺に吸い込み、この粉じんを核にして肺が反応し、変化を起こした病気のことをいいます。
　じん肺では、繊維増殖（繊維成分という体を支持する組織が増加すること）を主とする変化を肺に生じますが、その程度にはさまざまな段階があります。一般には、じん肺の変化が軽ければ症状や肺機能の障害は軽いかまたはまったく認められず、じん肺が進んでくると症状や肺機能の障害も重い方に向かうことになります。人間の肺には相当の余力がありますので、じん肺の所見を持つ場合でも必ず呼吸困難を引き起こす訳ではありませんが、現在の医学ではじん肺で変化の起きた肺をもとにもどす有効な治療の方策がないため、じん肺にならないように適切な対策を講じることが必要です。
　また、我が国では、粉じんが発生する職場で働く方々をじん肺から守るため、「じん肺法」、「労働安全衛生法」、「粉じん障害防止規則」等が施行され、関係者の努力が傾注されてきましたが、残念ながら未だに新規じん肺有所見者がみられる状況が続いています。
　こうした状況等を踏まえ、厚生労働省（神奈川労働局）では、今般、新たに第６次粉じん障害防止総合対策推進計画を策定し、粉じん障害防止対策の更なる徹底を図ることにいたしました。その概要は、以下に示されているとおりですので、その内容を十分に御理解いただき、粉じん障害の防止に御協力くださいますようにお願いいたします。
　なお、既に離職されている方々がじん肺の所見を有している場合には、離職後の健康管理が非常に重要ですから、「じん肺の健康管理について」及び「健康管理手帳制度」を参照して、適切な健康管理を行っていただくようにお願いいたします。
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１　目的 

	　第６次粉じん障害防止総合対策は、昭和５６年以降、５次にわたり推進してきた粉じん障害防止総合対策の推進状況を考慮しつつ、中長期的な観点に立脚した粉じん作業に関する適正な作業環境管理、作業管理、健康管理等を推進するため、「粉じん障害を防止するため事業者が重点的に講ずべき措置（下記５を参照。）」を定め、その周知徹底を図ることにより、じん肺のより一層の防止を図ることを目的とする。


２　計画の期間
	
	　平成１５年度から平成１９年度までの５か年間とする。

	　
	



３　重点事項
	
	
	

	　
	１
	　アーク溶接作業に係る粉じん障害防止対策

	
	２
	　金属等の研ま作業に係る粉じん障害防止対策

	
	３
	　トンネル建設工事業における粉じん障害防止対策

	
	４
	　離職後の健康管理


　 

４　神奈川労働局、各労働基準監督署の実施事項 

	（１）
	情報の把握・整備

	
	　本総合対策を推進するに当たっては、粉じん作業を有する事業場及びその事業場における問題点の把握が基本であるところから、監督指導結果、個別指導結果、事業場からのじん肺健康管理実施状況報告、じん肺管理区分の決定に係る提出書類及びじん肺管理区分の決定状況等の活用はもとより、必要に応じて、事業者団体、企業系列団体、地域団体等の関係事業者団体を通じて、事業場に対し粉じん障害防止対策に係る自主点検の実施及びその結果報告を求めること等により問題点等の把握に努める。
　特に、じん肺健康診断の実施及びじん肺健康管理実施状況報告の提出については、事業者に対してその徹底を図る。

	
	

	（２）
	集団指導、個別指導の実施

	
	　集団指導等を行うべき対象を適切に選定し、その計画的かつ積極的な実施により「粉じん障害を防止するため事業者が重点的に講ずべき措置（下記５を参照。）」の内容を広く周知するとともに、その徹底を図る。
　技術的・専門的な指導が必要であると認められる事業場等に対しては個別指導を行う。

	
	

	（３）
	監督指導の実施

	
	　本総合対策の重点事項、これまでの総合対策の推進状況等を踏まえ、効果的・効率的な監督指導を実施する。
　また、重大・悪質な法令違反が認められた場合は、司法処分を含め、厳正な措置を講じる。

	
	

	（４）
	計画の届出の徹底、適正な審査及び実地調査の実施

	
	　労働安全衛生法第８８条に基づく計画の届出の徹底を図る。
　また、その適正な審査及び実地調査を行う。

	
	

	（５）
	関係団体等に対する指導等の実施

	
	　労働災害防止団体を通じて、構成事業場に対し、「粉じん障害を防止するため事業者が重点的に講ずべき措置」の内容の周知徹底を指導するとともに、関係事業者団体に対しても、事業者団体による自主点検の実施及び自主点検結果に基づく構成事業者による自主的な取組みによる粉じん障害防止対策の推進を要請する。

	
	

	（６）
	啓発活動の実施

	
	イ　粉じん障害防止総合対策推進強化月間
　　　粉じん障害防止対策を効果的に推進するためには、粉じんの有害性、粉じん障害防止対策等に　　関する関係者の意識を高揚させ、自主的な粉じん障害防止対策の実施の活性化を図ることが重要　　である。
　　　このため、９月を「粉じん障害防止総合対策推進強化月間」とし、関係団体等に対し、構成事業場　　へのパトロールの実施等各種行事の開催を要請する。
　　　また、たい積粉じん除去のための清掃の推進を図るため、関係事業者団体、労働災害防止団体　　等に対し、「大清掃運動」を展開させるよう指導する。
ロ　粉じん対策の日
　　　粉じん作業を有する事業場に対し、呼吸用保護具の点検、局所排気装置等の点検、たい積粉じ　　　ん除去のための清掃等を定期的に実施させ、定着を図るため、毎月特定の日を「粉じん対策の日」　　として設定するよう指導する。

	
	

	（７）
	トンネル建設工事の発注者に対する要請の実施

	
	　トンネル建設工事における粉じん障害防止対策の実効を期すためには、工事発注者が粉じん障害防止対策の重要性を理解し、必要な措置を講ずることが重要である。
　このため、国の出先機関及び地方公共団体等との間の発注機関連絡会議等を通じて、粉じん障害防止対策の重要性を説明するとともに、「ずい等建設工事における粉じん対策に関するガイドライン」に基づく対策を実施するための措置について要請を行う。

	
	

	（８）
	中小規模事業場への支援

	
	　中小規模事業場に対しては、小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業等各種支援事業、労働災害防止特別安全衛生診断事業等の利用の勧奨を行うとともに、産業保健推進センター、地域産業保健センター及び労働衛生コンサルタントの活用を図るよう指導する。

	
	

	
	

	（９）
	産業保健推進センター及び地域産業保健センターへの情報の提供

	
	　粉じん障害防止対策関係の各種情報を提供すること。

	
	

	（１０）
	粉じん障害防止モデル事業場の選定

	
	　粉じん障害防止モデル事業（モデル事業場を見学することにより、粉じん対策の改善事例を実感させるための事業）のための事業場を選定すること。



　２　労働基準監督署の実施事項
	（１）
	情報の収集及び整備

	
	　粉じん作業を行う事業場に係る情報の把握及び整備を行うこと。

	
	

	（２）
	広報

	
	　あらゆる機会をとらえ、粉じん作業の有害性及び粉じん障害防止対策並びに推進計画の内容の周知を行うこと。

	
	

	（３）
	監督指導

	
	　粉じん作業を行う事業場への監督指導を行うこと。

	
	

	（４）
	集団指導

	
	　粉じん作業を行う事業場、労働災害防止団体、事業者団体等に対する集団指導を行うこと。

	
	

	（５）
	個別指導

	
	　監督・集団指導以外で粉じん作業を行う事業場を把握した場合に、推進計画の内容を指導すること。

	
	

	（６）
	計画届の審査及び実地調査

	
	　粉じん関連設備の計画届が提出されたときは、的確な審査を行うとともに、実地調査を行い、設備が適正であることを確認すること。

	
	

	（７）
	中小企業安全衛生活動促進事業助成制度の活用促進

	
	　中小企業安全衛生活動促進事業の対象集団を選定し、当該集団に推進計画の内容の周知を行うこと。

	
	

	（８）
	小規模事業場産業保健活動支援促進事業の活用

	
	　小規模事業場産業保健活動支援促進事業（５０人未満の事業場数社が産業医を共同して選任する場合の助成制度）の周知と利用促進の指導を行うこと。

	
	

	（９）
	粉じん対策指導委員等の活用

	
	　集団指導、個別指導等において、粉じん対策指導委員、労働衛生コンサルタント等専門的な知識を有する者を積極的に活用すること。



　３　事業場の実施事項

　 （１）　アーク溶接作業について
	イ　
	有害性の認識の徹底

	
	　アーク溶接作業については、粉じんの有害性に対する労働者の認識が低いことがじん肺の発症の一因となっていることから、粉じん障害防止に関する特別教育に準じた教育等を実施することにより、労働者に有害性の認識を持たせること。
　また、作業場の見やすい位置に、粉じんの有害性についての掲示を行う等、周知徹底に努めること。

	
	

	ロ　
	粉じん作業場の明示

	
	　イの掲示と併せて、アーク溶接作業場所に、そこが粉じん作業場であることを明確にするため、他の作業場と隔離する、柵やカーテンで囲う、床面に区画を表示する、表示板を設置する等分かりやすい表示を行うこと。
　また、呼吸用保護具を使用して作業を行う場合は、呼吸用保護具着用場所であることを明示するとともに、呼吸用保護具の適正な使用方法、管理方法、清掃方法等についての掲示を、併せて行うこと。

	
	

	ハ　
	局所排気装置等の設置と適切な稼働

	
	　作業の都合上使用できない場合を除き、局所排気装置又はプッシュプル型換気装置の設置を確実に行い、作業中は必ず稼働させること。特にプッシュプル型換気装置の使用により、溶接欠陥を生じさせずに発生源対策が可能な場合があるので、粉じん障害防止対策の推進に当たっては、まずこれらの装置の導入を検討すること。
　また、これらが使用できない場合でも、適正な全体換気装置を設置し、稼働させること。
　なお、局所排気装置等を使用する場合は、後記（２）のロ及びハの内容に準じた措置を行うこと。

	
	

	ニ　
	呼吸用保護具の着用徹底

	
	　ハの局所排気装置、プッシュプル型換気装置等が使用できない場合は、有効な呼吸用保護具を労働者に確実に使用させること。

	
	

	ホ　
	呼吸用保護具の適正な選択、保守管理

	
	　ニの呼吸用保護具は、国家検定合格品を使用させること。また、保護具着用管理責任者を選任し、管理台帳を作成し、平成８年８月６日付け基発第５０５号「防じんマスクの選択、使用等について」に基づき、呼吸用保護具の配布、点検、適正な使用、フィルターの交換時期の管理、保管方法の指導・管理、清掃管理等を行わせること。

	
	

	ヘ　
	作業標準の整備と徹底

	
	　定常作業時及び非定常作業時（点検、修理、清掃等）の作業標準を整備し、適正な作業方法を確立するとともに、これを職場内の見やすい箇所に掲示する等によりその徹底を図ること。



　 （２）　特定粉じん作業について
	イ　
	作業環境測定と事後措置

	
	　常時特定粉じん作業を行う作業場は、法定の作業環境測定を確実に行うこと。
　また、測定の結果、改善が必要な場合は、施設、設備、工程、作業方法の見直し等の改善を実施し、改善措置の記録を取っておくこと。

	
	

	ロ　
	局所排気装置等の稼働と検査及び点検

	
	　特定粉じん発生源で、局所排気装置又はプッシュプル型換気装置を使用している場合は、法定の制御風速を必ず確保するとともに、定期自主検査及び点検を確実に実施すること。
　これらの検査及び点検については、検査・点検責任者を選任し、作業に当たらせること。また、これらの検査については、「局所排気装置の定期自主検査指針」（昭和５８年２月２３日付け自主検査指針公示第５号）及び「除じん装置の定期自主検査指針」（昭和５８年２月２３日付け自主検査指針公示第６号）に基づき、的確に実施すること。
　なお、検査・点検責任者は、昭和５８年１０月１１日付け基発第５６３号「局所排気装置等の定期自主検査者等養成講習について」に定める講習を修了した者を充てること。

	
	

	ハ　
	粉じん関連機器等の管理責任者の掲示

	
	　粉じん関連機器については、その管理の責任を明らかにするため、各機器ごとに、当該機器の管理を担当する者の氏名を、局所排気装置等については、定期自主検査及び点検を担当する者の氏名を見やすい場所に掲示すること。

	
	

	ニ　
	作業標準の整備と徹底

	
	　前記（１）のヘに準じた措置を行うこと。

	
	

	ホ　
	特別教育の実施

	
	　特定粉じん作業場所で作業する労働者に、粉じん障害防止に関する特別教育を実施すること。

	
	



　 （３）　その他の粉じん作業について
	
	（１）及び（２）以外の粉じん作業についても、これらに準じた措置を行うこと。

	
	

	（４）
	たい積粉じん対策の推進

	
	

	　　イ　
	たい積粉じん清掃責任者の選任

	
	　事業場内における、床、梁、棚、その他粉じんがたい積する場所については、二次発じんの防止のため、たい積粉じん清掃責任者を選任し、毎日の清掃と月１回の大掃除を実施すること。

	
	

	　　ロ　
	清掃の実施

	
	　イの清掃については、真空掃除機を使用し、又は水洗を行う等、清掃による発じんが生じないように注意すること。

	
	

	（５）
	粉じん対策の日の設定

	
	　局所排気装置の点検、たい積粉じん除去のための清掃、呼吸用保護具の点検等を確実に実施するため、毎月特定の日を粉じん対策の日と定めること。

	
	

	（６）
	じん肺健康診断の実施と事後措置の徹底

	
	　粉じん作業に従事する労働者には、法定のじん肺健康診断を実施すること。また、じん肺の所見が認められる者については、じん肺管理区分の決定申請を行うこと。
　この結果、じん肺管理区分が管理２以上の者に対しては、粉じんばく露低減措置や作業転換措置を行うように努めること。なお、作業転換については、昭和５３年１１月８日付け基発第６２０号「じん肺作業転換教育訓練援護措置制度の実施について」に基づき実施すること。

	
	

	（７）
	健康管理対策の推進

	
	　じん肺有所見者に対し、産業医等による保健指導を実施すること。産業医等の選任義務のない規模５０人未満の事業場については、地域産業保健センター及び小規模事業場産業保健活動支援促進事業（産業医の共同選任助成制度）を活用すること。また、平成９年２月３日付け基発第７０号「じん肺有所見者に対する健康管理教育のためのガイドライン」に基づく健康管理教育を推進すること。

	
	

	（８）
	離職後の健康管理の推進

	
	　粉じん作業に従事した経験のある労働者が離職する場合、最終のじん肺健康診断結果証明書の写し等、離職後の健康管理に必要な書類をとりまとめ、当該離職労働者に提供すること。
　離職する労働者のじん肺管理区分が管理２、管理３のイ、管理３のロである場合は、「離職するじん肺有所見者のためのガイドブック」に基づき、離職後の健康管理の留意点について指導すること。
　また、健康管理手帳の交付要件を満たす労働者が離職する場合には、上記のガイドブックを参照し、健康管理手帳の申請方法等について周知すること。

	
	

	（９）
	親企業による指導

	
	　構内又は構外に系列の下請けを有する事業者で、下請け事業場に粉じん作業を行わせるものは、当該下請け事業場に対し、粉じん障害防止対策についての指導・援助を行うこと。また、下請け事業場が使用する局所排気装置、プッシュプル型換気装置、全体換気装置等の検査・点検について、下請け事業場に検査・点検責任者を選任させ、検査・点検の知識、技術等の指導を行うこと。
　この指導のため、親企業はできる限り自社労働者に、昭和５８年１０月１１日付け基発第５６３号「局所排気装置等の定期自主検査者等養成講習について」に定める定期自主検査インストラクター講習を受講させ、その者に、下請け事業場の検査・点検責任者への指導を行わせるよう努力すること。

	
	



　４　トンネル建設工事施工業者の実施事項
	（１）
	発じんの防止

	
	　粉じんが発生する作業を湿式とする、発じん部分を密閉する等、発じんを防止する措置を行うこと。

	
	

	（２）
	呼吸用保護具の徹底

	
	　発じん防止措置を行うことができない場合は、呼吸用保護具の着用を確実に行わせること。この場合においては、前記３の（１）のニ及びホに準じた措置を行うこと。

	
	

	（３）
	特別教育等の実施

	
	　特定粉じん作業に従事する労働者に対し、粉じん障害防止に関する特別教育を実施すること。また、特定粉じん作業以外の粉じん作業に従事する労働者に対し、上記の特別教育に準じた教育を行うこと。

	
	

	（４）
	健康管理対策の推進

	
	　前記３の（６）（７）及び（８）に準じた措置を行うこと。

	
	

	（５）
	元方事業者

	
	

	　　イ　
	元方事業者は、関係請負人が粉じん作業を行うときは、昭和５４年８月２９日付け基安発第１９号「特定粉じん作業に係る特別の教育の推進について」に基づき、関係請負人の労働者に対して、粉じんの有害性等について、指導及び教育を行うこと。

	
	

	　　ロ　
	　イの指導については、昭和６１年７月１６日付け基安発第３０号「建設業粉じん作業特別教育指導員講習の実施について」で示された講習の修了者（粉じん作業特別教育指導員（インストラクター））に行わせるよう努めること。

	
	



　５　トンネル建設工事発注者の実施事項
	　　
	　トンネル建設工事発注の際、湿式型衝撃式さく岩機、換気装置の設置その他発じんを低減させるための措置に配慮した発注を行うこと。

	　
	



　６　労働災害防止団体等の実施事項
	（１）
	　労働災害防止団体は、昭和５８年１０月１１日付け基発第５６３号「局所排気装置等の定期自主検査者等養成講習について」に定める講習又はこれに準ずる講習等を実施すること。

	
	

	（２）
	　労働災害防止団体、事業者団体等は、粉じん作業に関する研究会、専門委員会等を設置し、具体的な粉じん障害防止対策を検討すること。



　７　粉じん関連機器メーカーの実施事項
	（１）
	　機器の使用説明書、カタログ等に粉じん障害防止に必要な措置を記載すること。

	
	

	（２）
	　局所排気装置又はプッシュプル型換気装置のメーカーは、ユーザーに対し、当該装置の設置等については、計画の届出が必要であることを周知すること。



　８　じん肺健康診断実施機関の実施事項
	（１）
	　じん肺健康診断を適正に実施すること。

	
	

	（２）
	　本省が実施する「じん肺診断技術等研修」へ参加すること。

	
	

	（３）
	（社）全国労働衛生団体連合会が実施する「総合精度管理事業」へ参加すること。



　９　作業環境測定機関の実施事項
	（１）
	　粉じんの適正な作業環境測定を実施すること。

	
	

	（２）
	　（社）日本作業環境測定協会が実施する「統一精度管理事業」へ参加すること。

	
	

	（３）
	　作業環境測定の結果、第２管理区分又は第３管理区分の作業場を有することが明らかになった事業場に対して、事業者が実施する作業方法の改善等の措置に当たり、可能な範囲で支援を行うこと。
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Ⅰ　じん肺とは

　主として小さな土ぼこりや金属の粒などの無機物または鉱物性の粉じんの発生する環境で仕事をしている方が、その粉じんを長い年月にわたって多量に肺に吸い込み、この粉じんを核にして肺が反応し、変化を起こした病気をじん肺といいます。
　じん肺にかかると、肺に繊維性の組織が増え、肺胞、細気管支、血管などの組織が壊され、呼吸困難を引き起こします。また、肺結核、続発性気管支炎その他の合併症にかかりやすくなります。 

Ⅱ　じん肺の原因となりやすい職場等
　じん肺の原因となる主な粉じんとその粉じんを発生する職場の例として次のようなものがあります。 

	粉じんの種類
	発生職場
（じん肺の原因となる主な粉じんを粉じん発生の職場の例とともに示しました。主として線維増殖を強く起こしやすいと考えられている順に、並べてあります。） 

	珪酸
	採石、金属鉱山などの採鉱、炭鉱などの岩盤掘進、ずい道掘削、鋳物製造、セラミック製造、陶器製造、金属精錬、研磨、製鉄、セメント製造、機械器具製造、珪酸化学工業の工程、石材加工、砂吹き付け作業、反射炉製造、耐火レンガ製造、とぎ粉製造、シリコン製品製造、ガラス製品製造

	石綿（アスベスト）
	石綿鉱山発掘、石綿加工（石綿糸、石綿布、石綿板、石綿紙、石綿建材、石綿セメント、石綿パッキング、ジョイントシート、ブレーキライニング、クラッチチェンジング、断熱性石綿製品、防火服、電気・熱絶縁材料）、間接的に石綿を扱う作業（鉛管工事、発電所建設、造船、建物などの粉砕）

	タルク
	滑石粉砕、絵の具製造、セラミック製造、屋根材料製造、殺虫剤製造、化粧品製造、医薬品製造、ゴム加工、製糸、製紙、織物製造

	カオリン
	乾燥カオリンの粉砕・袋詰め

	ろう石
	るつぼ製造、アート紙の塗料製造、グラスファイバー製造、タイル・陶磁器の原料調合、耐火剤製造、タイルうわ薬の調合

	アルミニウム
	アルミニウム粉末製造

	アルミナ
	ボーキサイト精錬

	珪藻土
	珪藻土採掘・粉砕、竃製造、建材製造、耐火金庫製造、絶縁剤製造、断熱材製造、陶器のうわ薬製造、フィルター製造（酒、ビール、果汁など）

	石炭
	炭坑の採炭、選炭など、石炭の粉砕

	黒鉛
	黒鉛精錬、電極製造、鉛筆製造、鋳造材料調合、潤滑剤製造、ゴム製品製造

	炭素
	製墨、カーボンブラック製造

	活性炭素
	脱臭剤製造、吸着剤製造

	酸化鉄
	溶接、アーク溶接、ガス溶断、グラインダー作業、研磨作業、製鋼

	赤鉄鉱
	赤鉄鉱採鉱


石綿について詳細を見る。 

Ⅲ　じん肺の健康管理

　じん肺の健康管理は次のようになっています。 

1. じん肺の健康管理のために、じん肺法に基づくじん肺健康診断があります。 

2. このじん肺健康診断の結果に基づき、じん肺管理区分が決定されます。 

3. 粉じん作業についた事業場に勤務している間は事業者によりじん肺健康診断が実施されます。 

4. 離職後は、労働者本人がじん肺についての健康診断を受け、じん肺管理区分の決定申請をすることができます。（じん肺管理区分の決定申請は、都道府県労働局長あてに行います。（随時申請）） 

5. じん肺管理区分が管理２又は管理３である方が離職される場合、若しくは離職している場合は、都道府県労働局に申請すれば健康管理手帳が交付され、じん肺健康診断を無償で受けることができます。同様に、離職後に随時申請でじん肺管理区分が管理２又は管理３となった方も健康管理手帳の交付を受けられます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、じん肺管理区分が管理２の方については、肺がんに関する健康診断のみが行われます。 

ＢＡＣＫ←このページの最初に戻る。 

Ⅳ　じん肺健康診断について

　事業者が行うべきじん肺健康診断には、次のようなものがあります。 

1. 就業時健康診断
対象者：新たに粉じん作業を行うこととなった労働者。ただし、次の場合を除く。
・ 過去に粉じん作業に従事していない場合。
・ 就業前１年以内にじん肺健康診断を受けて、所見が無い又は管理区分が管理１、管理２、管理３イのいずれかに決定されている場合。
・ 就業前６カ月以内にじん肺健康診断を受けて、管理３ロと決定されている場合。 

2. 定期健康診断
対象者：粉じん作業を行っている労働者及び粉じん作業を行っていた労働者
実施回数は次のとおりです。 

	
	現に粉じん作業に従事している労働者
	過去粉じん作業に従事していて、現在は粉じん作業以外の作業に従事している労働者

	１年以内に１回定期的に実施
	管理２又は管理３と決定されている労働者
	管理３と決定されている労働者

	３年以内に１回定期的に実施
	上記以外の労働者
	管理２と決定されている労働者


3. 定期外健康診断
対象者：定期健康診断等で、次のような場合
・ 常時粉じん作業に従事する労働者で、今までじん肺の所見のなかった者又は管理１であった者が、じん肺の疑いがあると診断された場合。
・ 常時粉じん作業に従事させたことのある労働者で、現に粉じん作業以外の作業に従事している者のうち、じん肺管理区分が管理２である労働者について、事業者が労働安全衛生規則第４４条又は第４５条の規定に基づき、１年以内ごとに１回行う一般健康診断において肺がんにかかっている疑いがないと診断されたとき以外の場合。
・合併症により１年を超えて療養のため休業した労働者が、休業を要しなくなったと診断された場合。
・ 合併症により１年を超えて療養した労働者が、療養を要しなくなったと診断された場合。 

	※ 合併症とは、じん肺管理区分が管理２又は管理３
　　であってさらに次の６つの疾病のいずれかに罹っ
　　ている場合を言います。
	肺結核
結核性胸膜炎
続発性気管支炎
続発性気管支拡張症
続発性気胸
原発性肺がん


4. 離職時健康診断
対象者：１年以上勤めていて、粉じん作業を行ったことのある労働者。
　退職の際、本人が希望した場合は、離職時健康診断を受けさせなければなりません。ただし、次の場合はこの限りではありません。
・ 退職の日以前１年６ケ月以内にじん肺健康診断を受けている場合。
・ 管理２又は管理３と決定されている者の場合は、退職の日以前６ケ月以内にじん肺健康診断を受けている場合。

5. 随時に行える健康診断
　次のいずれかの場合には、随時にじん肺健康診断を受けることができます。ただし、本人が自分でじん肺健康診断を受けようとするときは、後に述べる健康管理手帳を受けていない場合は、受診費用は自己負担となります。
・　1.から4.以外の場合でじん肺健康診断を受けさせたい又は受けたい場合。
・ 退職してしまった労働者が、退職後にじん肺健康診断を受けたい場合。

ＢＡＣＫ←このページの最初に戻る。 

じん肺健康診断の検査項目
　これらのじん肺健康診断の検査項目は次のとおりです。 

1. 職歴の調査 

2. エックス線写真による検査（直接撮影による胸部全域のエックス線写真） 

3. 胸部に関する臨床検査 

· 既往歴の調査 

· 自覚症状、他覚所見の有無の検査 

4. 肺機能検査 

· スパイロメトリー及びフローボリューム曲線による検査 

· 動脈血ガス分析検査（スパイロメトリー等で著しい肺機能障害の疑いがあると診断された場合、及びエックス線写真の像が第三型又は第四型（大陰影が一側の肺野の三分の一以下のものに限る。）と認められる場合。） 

5. 結核精密検査（医師が必要でないと認める一部の検査は省略可） 

· 結核検査 

· エックス線特殊撮影 

· 赤血球沈降速度検査 

· ツベルクリン反応検査 

6. 合併症の検査（次のうち、医師が必要であると認めるもの） 

· 結核菌検査 

· たんに関する検査 

· エックス線特殊撮影による検査

※「原発性肺がん」に関する検査として実施する検査は、「たんに関する検査」においては「喀痰細胞診」、「エックス線特殊撮影による検査」においては「胸部らせんCT検査」をいうものとされています。また、原発性肺がんにかかっている疑いがないと診断された者以外についてはすべて原発性肺がんに関する検査を行う必要があります。 

じん肺健康診断のうち、1.から4.までの４つのじん肺健康診断については、労働者が健康診断を受ける日以前、３カ月以内に、各項目の検査を受け、当該検査に関するエックス線写真、若しくは検査の結果を証明する書類を事業者に提出した場合は、その検査項目は省略することができます。 

Ⅴ　じん肺管理区分決定申請について 

1. 申請を行うべき者
　じん肺の所見がある場合は、じん肺管理区分の決定申請を行うことが必要です。
　じん肺管理区分の決定申請は、エックス線写真とじん肺健康診断結果証明書等を管轄の都道府県労働局長に提出し都道府県労働局において地方じん肺診査医による診査を経て、決定されることになっています。申請を行う（べき）者は次のとおりです。 

	健康診断の種類
	申請を行うべき者

	① 就業時健康診断
② 定期健康診断
③ 定期外健康診断
④ 離職時健康診断
	※これらの健康診断の結果、じん肺の所見があると診断された場合は、事業主が必ず申請しなければなりません。

	⑤　随時健康診断
	※この健康診断の場合は、事業主が実施した場合は事業主が、労働者が実施した場合は労働者が申請します。
　また、退職した労働者自身が退職後に行った場合も本人が申請します。必ず申請しなければならないものではありませんが、じん肺の所見があるならば申請しておいたほうが良いでしょう。この申請は随時申請と呼ばれています。


2. 申請の目的
　じん肺管理区分を決定するということは、じん肺の所見の有無と、所見がある場合の進行の程度を決定することです。じん肺管理区分は、管理１、管理２、管理３イ、管理３ロ及び管理４の５段階に分かれています。管理１は、じん肺の所見が無いという区分ですが、管理２以上は、じん肺の所見があることを示しており、数字が大きくなるに従いじん肺が進行していることになります。
　じん肺管理区分の決定は、専門的な知識・経験等を必要とするため、都道府県労働局長がじん肺診査医の診査を経て決定することとしています。
　じん肺管理区分により、次の場合には、労災保険が適用されますので、該当する場合には最寄の労働基準監督署へ御相談ください。 

	労災保険が適用される場合

	1. じん肺管理区分が管理４と決定された場合 

2. 管理２、管理３イ、管理３ロのいずれかに決定され、かつ合併症がある場合 


3. 申請に必要な書類
　じん肺管理区分決定申請に必要な書類等は次の３つです。記載例等は、本ページ末尾の様式を参考にしてください。 

1. 　前項①から④に掲げるじん肺健康診断を行った場合は、「エックス線写真等の提出書」様式第２号（じん肺法施行規則第１３条関係） 

2. 　前項の⑤に掲げるじん肺健康診断を行った場合は、「じん肺管理区分決定申請書」様式第６号（じん肺法施行規則第２０条関係） 

3. 　胸部エックス線写真（医療機関から借りて提出してください。） 

4. 　「じん肺健康診断結果証明書」様式第３号（じん肺法施行規則第１３条、第２０条、第２２条関係） 

　ここで、1.の書類のうち、すでに退職した方が自ら随時申請をする場合には、「じん肺管理区分決定申請書」（様式第６号）の「事業者の証明欄」に、最後に粉じん作業に就いていた事業場の事業主から、粉じん作業に常時従事していたという証明を受ける必要があります。
　事業主は、退職した方からこの証明を請求された場合、確かに粉じん作業に従事させたのであれば、証明をする必要があります。
　証明を依頼しようとしても、すでにその事業場がなくなってしまっている場合には、一緒に働いた同僚などによって、以前にその事業場で粉じん作業に従事していたという証明をしてもらい、その証明になる書類を申請書に添える必要があります。　なお、じん肺の健康管理手帳の交付を受けている方又は以前にじん肺管理区分の決定を受けたことのある方は、この証明を省略することもできます。事業者がこの随時申請を行う場合は、事業者の証明欄は記入の必要がありません。 

4. 申請先
　申請先は、事業場が申請する場合は所轄労働局、個人で申請する場合はその住所地を管轄する都道府県労働局の労働衛生課又は安全衛生課です。　じん肺管理区分決定の申請について御不明の点は、都道府県労働局の労働衛生課又は安全衛生課に御相談ください。 

5. じん肺管理区分の決定
　管理区分決定の結果は、管理区分決定の結果は、通知書により行われます。
　じん肺の管理区分は、管理１、管理２、管理３イ、管理３ロ及び管理４の５段階に分かれています。管理１は、じん肺の所見が無いという区分ですが、管理２以上は、じん肺の所見があるということを示しており、数字が大きくなるに従いじん肺が進行していることになります。 
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Ⅵ　健康管理手帳について 

1. 健康管理手帳とは
　健康管理手帳とは、一定の有害業務に従事した労働者に対し、申請要件に合致している場合に国（都道府県労働局長）が交付する手帳です。退職した方がじん肺健康診断を受ける場合、通常その費用は自己負担となりますが、この健康管理手帳を持っていれば国の費用負担（無料）でじん肺健康診断を受けることができるというものです。ただし、利用できる病院と実施時期は指定されますので、それ以外では利用できません。
　健康管理手帳で健康診断を受けることのできる医療機関や、受けることのできる時期などは、健康管理手帳が交付される時に通知されます。また、この健康診断を受けるために使った交通費も支給されます。 

2. じん肺に関する健康管理手帳の交付対象者
管理２、管理３と決定された方のうちで、離職された方が対象となります。
そのほかの健康管理手帳交付対象者を見る。 

3. 申請者
　この申請は離職した本人が行います。
　退職時に、じん肺管理区分が管理２又は管理３と決定されている場合は、この申請をすれば、健康管理手帳を受けることができます。退職時になんらかの理由で申請できなかった場合、退職後でも申請できます。
　また、退職時は管理２又は管理３になっていなくても、その後のじん肺健康診断でじん肺の進行が判明し、管理２又は管理３と決定された場合には、この健康管理手帳の交付を申請することができます。
　事業主は、労働者が退職する際に、その方のじん肺管理区分決定通知書の写しを手渡しておく必要がありますし、粉じん作業に従事したことのある労働者に対しては、「退職後の注意事項等」を手渡すようにしなければなりません。（このページをダウンロードまたは印刷し、コピーして使用してください）。

4. 申請に必要な書類 

1. 健康管理手帳交付申請書（様式第７号） 

2. じん肺管理区分が、管理２、管理３イ及び管理３ロと決定された方の場合は、じん肺管理区分決定通知書（写） 

3. その他参考書類（各都道府県労働局の労働衛生課または安全衛生課にお尋ねください。） 

5. 申請先
申請先は、本人の住所地を管轄する都道府県労働局の労働衛生課又は安全衛生課です。 

6. 再交付等
　健康管理手帳を紛失したり損傷した時は、再発行ができます。また、本人の名前や住所が変わった場合は手帳の書き換えが必要ですので、都道府県労働局へ連絡してください。 
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Ⅶ　退職労働者に周知すべき注意事項等 

	1. 一般的な注意事項 

· じん肺は、粉じん作業を行わなくなっても進行することがあります。退職後も定期的にじん肺健康診断を受けるようにしましょう。 

· じん肺健康診断の結果、じん肺の所見があると医師から言われた場合は、最寄の労働局へじん肺管理区分決定申請を行ってください。 

· じん肺管理区分の結果が管理２又は管理３と判定されていれば、労働局へ健康管理手帳の申請ができます。この健康管理手帳を持っていると、じん肺健康診断を無料で受けることができます。ただし、健康診断を受ける病院と、実施時期は指定されます。また、管理２の方については肺がんに関する検査のみが行われます。 

· じん肺管理区分決定の結果が管理４と判定された場合は、じん肺の療養が必要です。この場合には、退職していてもじん肺に対して労災保険が適用されますので、最寄りの労働基準監督署へ御相談ください。 

· じん肺健康診断の結果、合併症があると診断された場合は、じん肺管理区分決定申請を行ってください。管理２、管理３イ、管理３ロのいずれかに判定されていれば、退職していても合併症について労災保険が適用できます。この場合には、最寄りの労働基準監督署に御相談ください。 

2. じん肺管理区分決定申請と健康管理手帳交付申請 

· じん肺管理区分決定申請に必要なものは、次のとおりです。 

1. 「じん肺管理区分決定申請書」様式第６号（じん肺法施行規則第２０条関係） 

2. 胸部エックス線写真（医療機関から借りて提出してください。） 

3. 「じん肺健康診断結果証明書」様式第３号（じん肺法施行規則第１３条、第２０条、第２２条関係） 

· 健康管理手帳交付申請に必要な書類等 

1. 健康管理手帳交付申請書様式第７号（労働安全衛生規則第５３条関係） 

2. じん肺管理区分が、管理２又は管理３と決定されたじん肺管理区分決定通知書（写） 

3. その他参考書類 

※詳しくは、最寄の労働基準監督署、労働局労働衛生課へお尋ねください。 



　健康管理手帳で健康診断を受けることの出来る医療機関や、受けることのできる時期などは、健康管理手帳が交付される時に通知されます。この健康診断を受けるために使った交通費も支給されます。
　もし、この手帳を紛失したり損傷した時は、再発行ができます。また、本人の名前や住所が変わった場合は手帳の書き換えが必要ですので、都道府県労働局へ連絡してください。 

	神奈川県内の指定された医療機関 

	(財)神奈川県予防医学協会中央診療所
	〒231-0021横浜市中区日本大通58
電話045-641-8503

	(財)神奈川県警友会けいゆう病院
	〒220-0012横浜市西区みなとみらい3-7-3
電話045-221-8181

	(財)ヘルスサイエンスセンター
	〒228-0802相模原市相模大野3-13-１5
電話042-740-6207

	関東労災病院・健康管理センター
	〒211-0021川崎市中原区木月住吉町2035
電話044-434-6333

	横須賀共済病院(注）
	〒238-8558横須賀市米が浜通1-16
電話0468-22-2710


（注）受診対象はじん肺及び石綿のみ 

　　健康管理手帳の交付申請について御不明の点は、
都道府県労働局の労働衛生課又は安全衛生課まで御相談ください。
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神奈川労働局　労働衛生課
TEL 045-211-7353
